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1 三重県立ゆめドームうえのの県有施設見蓋しについて

1 ゆめドームうえのにおける県有施設見直しのこれまでの経緯

( 1 )課題

ゆめドームうえのについては、次の課題から、一層の広域での利用促進と維持

管理費用の削減を含め、見直しの方向性を検討してきました。

[課題1
・県有施設としては広域利用が前提となるが、利用者の地域性に偏りがある

.維持管理に多額の費用を要している

・今後、多額の改修費用が見込まれる

( 2 )伊賀市への施設移譲に関する市の意向

令和元年度に、ゆめドームうえのの移譲に関して伊賀市の意向を照会したとこ

ろ、伊賀市から「多大な維持管理費を要するため譲受は図難であるJ旨の回答が

ありました。

( 3 )ゆめドームうえのの県有施設見直しの方向性

平成29年度以降、施設近隣住民を中心として年間10万人の利用者があることや

伊賀市の意向を踏まえ、今後は、より地域性に特化した中でサービスを維持して

いくために、令和元年度末に見直しの方向性を次のとおりとし、県議会に報告し

ました。

マ宣言しの方向性]

「継続Jまたは「民間活力を利汚したさらなる施設運営の効率化j

2 ゆめドームうえのの見直しの方向性に基づく検討

( 1 )民間活力導入可能性調査

見直しの方向性である「民間活力を利用したさらなる施設運営の効率化」につ

いて、今年度、コンサルタント会社に委託して、民間活力の導入の可能性を調査

しました。

ア 民間活力を導入するうえでゆめドームうえのに残すべき施設機能の整理

一般的に、施設改変の自由度が高いほど民間事業者の参入意欲が増しますが、

ゆめドームうえのは、伊賀市内の他施設にない機能を有していることや、伊賀

市の意見を踏まえ、残すべき施設機能を次のとおりとしました。

[残すべき施設機能]

a 第 1競技場(伊賀市内で、唯一、アリーナ観客席を有する施設である)

b 指定避難所(伊賀市の避難所に指定されており、防災上必要である)



イ 調査企業及び回答

委託したコンサルティング会社の知見に基づき、スポーツ施設の民活実績の

ある企業、飲食チェーンなど新規事業展開の可能性がある企業、地元企業など

計51社に、事業への参入意欲や事業手法等について調査を実施したところ、次

の回答がありました。

[企業からの回答}

a PFj (RO)方式※であれば参入したい。 (6社)

b 施設を購入して、従業員用のスポーツ施設とするとともに、 CSR活動

として、社外の方に貸し出したい。(l社)

※PFj (ROl方式とは、民間事業者が施設を改修し、管理・運営する事業方式。(県の「公

の施設j としての位霞付けは変わらず、地方公共団体は改修等に要した経費を割賦で民

間事業者に支払い、民間事業者は改修した施設を指定管理者として管理する。)

ウ 検討すべき事業スキーム

民間活力導入可能性調査の結果、ゆめドームうえのの設置目的(スポーツ振

興・文化向上)を継承しつつ、新しい公共(地域の住民・団体による公共サー

ビスの提供)の考え方も取り入れた検討すべき事業スキームを、次の二つに整

理しています。

[検討すべき事業スキーム1(別表の太枠)

a PFj (RO)方式

b 民間移譲(売却)

( 2 )調査結果に基づく県有施設見護しの検討方針

見直しの方向性及び民間活力導入可能性調査の結果を踏まえ、ゆめドームうえ

のの県有施設見直しの検討方針を次のとおりとします。

[検討方針]

ゆめドームうえのの設置目的(スポーツ振興・文化向上)の継承を前提に、残

すべき施設機能を条件として、県の財政負担額が低く、運営面における民間の主

体性が高い傾に、民間移譲(売却)、 PFjα0)方式の願で検討する。

なお、入札不調など何らかの原因で民間移譲(売却)ができなくなった場合は、

その時点で、指定管理期聞を延長するなどし、 PFj(RO)方式の検討に移ります。

3 今後のスケジュール(溶札者がある場合の想定)

令和3年1~2月 土地・建物の鑑定評価(鑑定手数料を12月補正予算に計上)

令和3年2~3月 全員協議会及び常任委員会で県有施設見直しについて報告

令和3年8~10月頃入札公告、落札決定

令和3年11月

令和4年 4月

※三重とこわか国体に支障がないよう留意します。

ハンドボール:9/25~9/29、剣道: 1012~10/4 

売質契約締結議案を県議会に提出

施設引き渡し
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(別表)検討すべき事業スキーム

ト~ >J!fi I P F I .( R 0 :改修・管理運営一体型J方式 民間移譲
現行

※指定管理 I (売却)
県有地

活用範闘等 県有地 県有地 県有地+市有地 (第 2競技場解体) 県有地

事業手法等 指定管理 PFI (RO)方式 PFI (RO)方式+ I PFI (RO)方式+ 売却
付帯事業 付帯事業

第 1競技場

付帯事業(畏間施設) 第 2競技場を解体、付帯事業(民間施設)

概念図 i 
-一...・.一. 
. . 固・
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ゆめlまりオ伊賀建設 付帯事業(民間施設)

センター 産業会館

※帯有地の活用については市との諦整が

必要

建物の所有者 県 県 県伊賀市・民間 県民間 民間

土地の所有者 県 県 県伊賀市 県 民間

今後20年間の 約32億円 約28億円 約28億円 約23億円 D億円
県財政負担額

集収入 なし なし 借地料 借地料 売却収入



(別紙)

1 三藁県立ゆめドームうえのの施設概要

三重県立ゆめドームうえのは、「住む」、「働く j、「学ぶj、「懇う」の複合的な機

能を備える「ゆめポリス伊賀Jの核となる交流施設として、県民の心身の健全な

発達及び体育・スポーツの普及振興を図ると共に文化の向上等に資することを目

的に、平成9年 12月に開館しました。

項目

築年数

供用開始年月

建物構造

用途地域等

敷地商積

建築面積

延床面積

駐車場

主な諸室

施設利用者数

(直近 3年間)

事業費

〔これまでの管理状況〕

平成 9~17年度

平成18~28年度

平成29~令和3年度

内容

23年 (2020年現在)

平成 9年 12月

鉄筋コンクリート造、 2階建て

近燐商業地域〈容積率 80%、建ぺい準 200%)

15，000m 

6， 777 m 

8， 080 m 

無料駐車場 98台(障がい者用 6台)

圃第i競技場(1， 750m) 

。競技部分

バスケットボールコート2菌、バトミントンコート8菌、卓球20

面、ハンドボールコートi商

く〉観客席(1階可動席500席、 2階固定席1.100席)

。ステージ、会議室、更衣室、放送室など

圃第2競技場 (714m)

く〉競技部分

バスケットボールコートl街、バトミントンコート2商、卓球6面、

バレーボールコート (6・9人制) 1面

。観客席 (2階閤定席 300席)

o軽運動室、トレーニング室、更衣室、放送室など

平成29年度:110，419人

平成30年度:121， 129人

令和元年度 :119，547人

用地購入費: 870， 000千円

調査設計費: 91. 000千円

建設費 : 3， 579， 250千円

上野市が黒から委託を受け管理

伊賀市が指定管理者として管理

日本環境マネジメント倣)が指定管理者として管理
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2 三重渠財政の健全化に向けた集中取組 平成29~31年度(抜粋)
「一
(6)維持管理費の抑制

県管理の施設・設備や情報システム!こかかる維持管理費は、 110~120

億円台( 般財源ベース)の規模で推移し、やや増加傾向にあります。

現下の県財政の状況や今後の人口減少の進展等も踏まえ、当該施設・設

備や情報システムを引き続き県が保有・管理するのかどうか、施設の運営

形態が効率的かどうかなどについて検討し、その検討結果を生かして、維

持管理費総額の抑制を図ります。

また、施設の運営費については、様々な工夫を行い、節減を図ります。

①県有施設等の必要性とその管理のあり方の検討を踏まえた見直し

〈検討の視点〉

i )公の施設等の公共施設

-施設において実施されている事業そのものの必要性について、

改めて検討

-そのうえで、県として実施する事業の必要性が薄れた施設や、

利用実績が低調又は空スペースの多い施設については、廃止又

は統合することも含めて見直し

-宮と民、県と市町との役割分担の観点から、県以外の主体に移

譲することができないか検討

.51き続き県として施設を運営する場合でも、機能を見直すこと

ができないか、また、運営費の縮減のため、外部委託等の活用

を更に図ることができないか検討

ii ~iv) 省略

②県有施設等においては、光熱水費等のより一層の節減と外部委託等の

更なる推進等により、維持管理費を削減

画盃画
③県有施設等のあり方の検討を踏まえた施設・設備、備品、情報システ

ムの保有や運営形態等の克直し

3 第三次三重県行財政改革取組令和2~5年度(抜粋)

4 具体的取組

~県財政の健全化に向けて~

【持続可能な行財政運営の確保】

( 2 )多様化する県民ニーズに応えるための取組の推進

・(省略)これまで検討してきた県有施設見直しの推進を図ります。

〉県有施設見直しの着実な推進
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2 新型コロナウイルス感染症に係る公共交通の現状と

今後の取組について

1 生活交通(地場鉄道・在来線およびパス)について

(1)新型コロナウイルス感染症の影響

①伊勢鉄道

地域鉄道のうち、伊勢鉄道については、県内の広域的な交通体系全体に影響を

及ぼすことから、県は沿線市町、企業とともに第三セクターとして株式会社を設

立(県出資比率 40%)し、沿線市町とともに設備整儀等を支援しています。

同鉄道(河原田駅~津駅 22. 3 km)は、第三セクター鉄道として昭和 62年3

月の運行開始以降、地域住民の通勤、通学における移動手段として大きな役割を

担っているほか、「特急南紀Jr快速みえJが通ることで、名古島と中高勢、東紀

州地域を結ぶ大動脈の一翼も担ってきました。

新型コロナウイルス感染症の影響により、令平日 2年4月から 9月までの乗車人

員実績は、「特急南紀」で対前年比 78%減、「快速みえJで向 72%減、普通列車を

含めた全体でも同 59%減となるなど、極めて深刻な打撃を受けています。

伊勢鉄道株式会社では資金繰りのための借入や更なる経費節減努力を行って

いるものの、新型コロナウイルス感染症の影響が継続していることから、令和 2

年度以降の同社事業はかつてない規模での大きな損失の発生が避けられない見

通しです。

このため同社が直面する経営上の困難を乗り越え、安全運行を継続していくた

め、県と沿線等 15市町(※)が平成 28年度から令和 10年度までの「中期安全

設備整備計画」に基づく設備整備のために積み立てた三重県地域交通体系整備基

金(以下「基金j と言う。)により緊急的に経営支援を行う方向で、協議・調整

を行っています。

(※)伊勢鉄道、紀勢本線、参宮線の沿線で JRの駅がある 15市町

伊勢鉄道の実績概要(対前年同月比)

内 訳 4月 5月 6月 7月 8月 9月 上半期計

乗 立日立 通 42.4% 58.5% 82.5% 75.8% 76.2% 70.9% 67.3% 

車 快速みえ 16.6% 13.0% 33.7% 38.8% 29.4% 41. 0% 28.3% 

人 特急南紀 9.2% 7.4% 31. 2% 34.0% 21. 7% 39.4% 22.3% 
長 ぷ口〉、 計 25.0% 27.3% 51. 4% 51. 3% 43.0% 52.2% 41. 2% 

運 普 通 48.5% 61. 6% 77.9% 77.2% 72.2% 71. 6% 67.9% 

賃 快速みえ 15.3% 15. 1% 33.7% 31. 8% 29.8% 35.9% 26.7% 

収 特急南紀 8.5% 7.9% 24.9% 30.3% 22.2% 34.9% 20.8% 

入 全 体 19.9% 22司 3% 41. 4% 40.0% 35.5% 42.7% 33.3% 

※交通政策課の聞き取りによる
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②地域鉄道・在来線

伊勢鉄道を除く地域鉄道(養老鉄道、三岐鉄道、四日市あすなろう鉄道、伊賀

鉄道)に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響により、今年 7 月 ~9 月の

実績で乗車人員が昨年同月比 10%減から 33%減となっており、「関西本線」や「名

松線j、「紀勢本線」などの在来線についても、利用者の減少が課題となっていま

す。これまでも利用者は減少傾向にあった中、今般の新型コロナウイルス感染症

の影響が重なり、路線によっては減便等も危倶されています。

地域鉄道の乗車人員(対前年同月比)

7月 8月 9月

養老鉄道 非公表 非公表 非公表

三i妓鉄道三岐線 90% 84% 67% 

一般鉄道北勢線 85% 80% 67% 

四日市あすなろう鉄道 約 88% 約 82% 高ヲ 77%

伊賀鉄道 約 83% 約 84% 約 71%

※交通政策課の聞き取りによる

③パス

県内の路線パスはおおむね平常ダイヤでの運行が継続されていますが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響に伴う移動自粛や、自家用車への移行などにより、利

用者が大きく減少し、今年8月の乗合パスの収入実績では昨年同月比 38%減とな

っています。

今後も急速な回復が見込めない情勢下、乗合パス事業者は過去に経験のない規

模で経営が悪化しており、パス路線の維持・確保が危ぶまれています。

6月 7月 8月

乗合パスの収入状況 57% 66% 62% 

(対前年同月比)

※高速パスを徐く

※乗合パスとは、路線パスを運行する 5社(三重交通株式会社、三重急行自動

車株式会社、八風パス株式会社、三交伊勢志摩交通株式会社、三岐鉄道株式

会社)

8 



(2 )交通事業者の取組に対する県等の支援

新型コロナウイルス感染症の影響により、県内における公共交通の利用者が大

絹に減少し、厳しい経営状況となっていることから、県では、利用者および乗務

員等の感染予防、感染拡大防止対策として、交通事業者の取組を支援するため、

マスク、消毒液などの購入費用を補助するとともに、車両内の抗菌・抗ウイルス

対策を行っています。

また、公共交通機関の安全・安心を周知するためのポスター、ステッカーやチ

ラシを交通事業者と連携しながら作成、活用し、利用回帰に向け幅広く呼び掛け

を行っています。

さらに、新型コロナウイルス感染症の影響による大幅な減便等を行わずに、従

前相当の輸送力を維持するなどの運行を行う交通事業者に対し、留の補助制度に

県が独自に上乗せした支援や、公共交通機関の利用回婦に向け、交通事業者が実

施する割引企酒などの取組にかかる費用を支援しています。

県の感染症対策にかかる交通事業者支援 (令和2年 12月7日時点)

取組内容 予算額 対応状況
マスク・消毒液等の購入費用 34， 102千円 補助申請期間.令和2年 7月 10日
支援 (6月補正 ~令和2年9月30日
-檎助額 15， 000円/1台 その 2) 補助実績.鉄道事業者5件

(県 10/10) パス事業者 3f牛
タクシ一事業者 28件
航路事業者2件

抗菌・抗ウイルス対策等の支 10，032千円 補助申請期間:令和2年 10月23日
援 (6月補正 ~令和 3年2月26日
-補助額 国庫補助額(国 その 2) 補助申請受付中
1/2)の 1/2 (現在:離島航路事業者1件)

ポスター等の作成・活用な 2，000千円 -ポスター作成・掲出(令和 2 年 8 月~)
ど、利用回帰を促す啓発事業 (6月補正 -チラシ・ステッカ一作成・配布
-県事業 その 2) (令和 2 年 10 月~)

'WEBによる啓発(令和2年 12月予定)I 
(安全安心対策の紹介や利用促進の啓発)

実証運行にかかる費用への 30， 750千円 補助申請期間:令和2年 10月23B 
支援 (9月補正) ~令和 3年2月26日
-補助額 国庫補助額(回 補助申請受付中
1/2)の1/2

-補助対象経費密を回避す
るため、従前相当の輸送力
維持に要する費用

利用回帰の取組にかかる費 15， 000千円 補助申請期間:令和2年 10月23日
用への補助 ( 9月補正) ~令和2年 12月28日
-補助額上限 350万円(県 補助申請受付中(現在:航路事業者l件)
1/2) 

-補劫対象経費.割引企画・
ポイント上乗せ(上限 300
万円)、 PR等(上限 50万
円)に要する経費



(3 )国への婆望

交通事業者が、安全運行に必要不可欠な設備整備などに取り組めるよう県とし

でもこれまで様々な機会を捉え、留に対し要望を行いました。

時期 主な要望 要望内容

4月 新型コロナウイルス感染症の猛威か 各種補助制度の基準緩和や拡充

ら、県民の“命・健康"“生活"を守

り抜くための緊急要望J

5月 f“命"と“経済"の両立をめざす「み 各種補助制度の基準緩和や拡充

えモデル」

6月 「新型コロナウイルス感染症の拡大 檎助制度の見直しゃ、減収分に対

を防ぎ、“命"と“経済"の両立をめ する必要な財政支援、地方言誕生臨

ざすための緊急要望J 時交付金について年度間流用や基

金造成など

11月 令和 3年度予算の確保に向けた国へ 社会インフフとしての地域鉄道の

の要望 確保・支援の拡充及び地方のパス

交通の維持・拡大のための支援(各

種補助制度の拡充や減収分に対す

る必要な財政支援など)

要望の結果、国においては、

-地域公共交通確保維持改善事業費補助金(陸上交通)のパス運行補助にかか

る要件において、新型コロナウイルス感染症の影響により輸送人員が減少しでも

補助対象外とはしないことなどの緩和等

-地域公共交通における感染拡大防止対策として、駅・車両等の衛生対策や車

内等の密度を上げないよう配慮した運行等の実証事業への支援

が行われることとなりました。

(4 )今後の対応

①伊勢鉄道について

引き続き、県と沿線等 15市町が協議・調整を行い、新型コロナウイルス感染

症の影響による損失額に対し、覚書を締結した上で、基金による緊急的な経営支

援を行う予定です。支援額については伊勢鉄道株式会社の決算状況や経営改善に

向けた取組状況等をふまえ、県と沿線等 15市町が協議のうえ毎年度決定するも

のとし、支援期間は、令和 2年度運行分から 3箇年度分を限度とする方向で調整

しています。

また、支援を行ったことにより将来見込まれる基金の残高不足への対応や、次

期設備整備計画を含めた今後の支援のあり方等について、別途県と同社に関係す

る市町で検討を行っていきます。
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②地域鉄道・在来線およびパスについて

現在もなお、新型コロナウイルス感染症の影響は、予断を許さない状況にある

ことから、厳しい経営状況に直面している交通事業者を支援するため、地域鉄道

およびパス事業者が実施する感染拡大防止対策や利用回帰対策などに必要な経

費への支援を引き続き行いたいと考えています。

また、安全運行に不可欠な設備整備などに取り組めるよう各種補助制度のさら

なる基準緩和、拡充や、減収分に対する必要な経営支援について引き続き、国に

対し、要望してまいります。

さらに、利用促進について、県内公共交通機関の安全安心対策に関する啓発を

交通事業者と連携しながら継続して実施するとともに、地域鉄道および、在来線に

対しては、新型コロナウイルス感染症の収束を見極めながら、「三重県鉄道網整

備促進期成同盟会」や、「関西本線整備・利用促進連盟」および fJ R名松線沿

線地域活性化協議会」を通じ、沿線市町や関係府県等と連携し、利用回帰・利用

促進に向けた取組を進めていきます。
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2 広犠交通(中部国際空港、津エアポートライン、伊勢湾フェリー)について

( 1 )現状・課題

①中部国際空港

中部国際空港においては、令和元年度に、愛知県国際展示場やLCC向け第2

旅客ターミナルの供用を開始するとともに、同年度の実績では、航空旅客数が

1， 260万人、航空機発着回数が 11.3万四となり、ともに過去最高を記録したとこ

ろです。

こうした中、令和2年度は、新裂コロナウイルス感染症の影響により航空旅客

数、航空機発着回数が大きく減少し、厳しい経営状況となっています。また、同

空港を拠点とするLCCでは、収益の見通しが立たない理由などから事業廃止や

運休などを余儀なくされており、第2旅客ターミナル発着の国際線旅客便は、現

在、全便が運休となっています。

中部国際空港の実績概要(対前年同月比)

7月 8月 9丹 (参考)2019年度末

航空旅客数 14% 14% 17% 1， 260万人

うち国際線 0% 0% 0% 619万人

うち国内線 29% 27% 31% 640万人

航空機発着回数 33% 47% 33% 11.3万回

純利益※ 47. 4億円

※親会社株主に帰属する当期純利益

②津エアポートライン

中部国際空港と津なぎさまちとを高速船により約 45分で結ぶ津エアポートラ

インにおいては、令手口元年度の実績では、約 27万7千人の利用がありましたが、

令和 2年度では、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う同空港の大幅な利用者

減等により、同船の利用も大きく減少していることから、令和 2年7月 22日か

ら通常 1B 30便のところ 20便程度を減便した運航となっています。また、これ

に{半い、同社の経営も厳しい状況となっています。

津エアポートラインの実績概要(対前年同月比)

7月 8月 9月 (参考)2019年度末

利用者数 9% 10% 11% 277， 326人

出航便数 264便 310便 280 j1更 9， 504便
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③伊勢湾フェリー

鳥羽市と愛知県田原市の伊良湖とを約55分で結ぶ伊勢湾フェリーにおいては、

令手口元年度の実績では、約 34万3千人の利用がありましたが、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、貸切パスをはじめ大幅に利用が減少していることから、

令和 3年3月31日までの問、通常一日 16便のところ 2便程度を減便した運航体

制となっています。また、これに伴い、同社の経営も厳しい状況となっています。

伊勢湾フェリーの実績概要(対前年同月比)

7月 8月 9月 (参考)2019年度末

パス 6.3% 7.8% 14.3% 2， 215台

乗用車 62.0% 41. 5% 73.4% 83， 158台

トラック 85.2% 84.7% 90.3% 2， 835台

二輪車 58.1% 94.0% 96.4% 12， 035台

利用者数 43.6% 33.7% 59.6% 342， 582人

(2)交通事業者の取組に対する県等の支援

県では、中部国際空港に対して、「中部国際空港利用促進協議会Jを通じ、同

空港の感染防止対策などを紹介する新聞広告やポスターの掲出および動画作成

にかかる経費を支援しています。

また、地域鉄道やパスなどの生活交通と同様、津エアポートラインに対し、感

染拡大防止対策への支援や、従前相当の輸送力を維持するなど、の運行を行った場

合、国の補助制度に県が独自に上乗せした支援を行うとともに、向社および伊勢

湾フェ lJーに対し、マスク・消毒液等の購入支援や公共交通機関の利用回帰に向

け、交通事業者が実施する割引企画などの取組に係る費用に対する支援に取り組

んでいるところです。

( 3 )今後の対応

①中部国際空港

中部民際空港については、新型コロナウイルス感染症の収束後の展開を見据え

て、「中部国際空港利用促進協議会Jの活動を通じ、本県へのインバウンドの増

加等に資する利用促進・需要拡大の取組を進めるとともに、同空港の厳しい経営

に対する特段の配慮などについて、先般、同空港から示された中間決算の状況な

どを踏まえ、同空港が求める支援策について、引き続き、東海三県一市等で検討

を進めていきます。
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②津エアポートライン

津エアポートラインについて、新型コロナウイルス感染症の収束後の展開を見

据えて、「海上アクセス利用促進調整会議Jの活動を通じ、利用促進策等につい

て協議を行うとともに、津市等と連携を密に、安定的かっ持続的な運航に向けた

支援について検討を行います。

③伊勢湾フェリー

伊勢湾フェリーについて、新袈コロナウイルス感染症の影響により利用者数は

減少したものの、新たな修学旅行需要やGoToキャンペーンの活用などにより、

利用実績に回復の動きもみられることから、関係する鳥羽市、愛知県、田原市と

連携を密にして、引き続き利用回帰等にかかる同社の取組への支援を進めていき

ます。
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(別紙)
伊勢鉄道株式会社の概要

( 1 )第三セクター設立の経緯

伊勢鉄道 (ì可原田駅(四日市市)~津駅(津市)

として昭和 48年9月に営業を開始しました。

昭和 59年に伊勢線が日本国有鉄道経営再建促進特別措憲法に基づき廃止の対象

となった際、地元発意として存続させることになり、県・沿線等市町及び民間企業

の支援を得て、第三セクター鉄道として昭和 62年3月に営業を開始しました。

22. 3 km)は、!日国鉄の伊勢線

(2 )伊勢鉄道の役割

現在、「特急南紀Jが1日8本(4往復)、「快速みえ」が1日26本(13往復)、普

通列車が 1日43本(平日ダイヤ、一部区間のみの列車含む)運転されており、地域

住民の通勤通学における移動手段として大きな役割を担っているほか、名古屋や北

勢地域と伊勢・鳥羽方面、並びに東紀州地域を給ぶ幹線鉄道線の一翼を担っていま

す。

平成 30年度実績では、輸送人員が約 171万人、旅客収入が約 5.5億円でした。

路線図

名古屋至

松阪・伊勢市至

J
R
紀
勢
線
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(3 )出資の状況

昭和 61年の伊勢鉄道会社設立時に県と伊勢線沿線、紀勢本線沿線の市町村及び

賛同企業が計 20億円(県8億円、市町村8億円、賛同企業4億円)を、平成4年

度には河原田~中瀬古問の複線化工事実施にあたって県と参宮線沿線市町村及び

賛同企業が計1.6億円(県 6，400万円、市町村1， 650万円、賛同企業 7，950万円)

を出資しました。

この結果、令和元年度末時点での伊勢鉄道株式会社の資本金は 3.6億円(発行株

式数 7，200株)、株主は 36団体(自治体 17、民間 19)となっています。

(4 )三重県地域交通体系整備基金の設置

昭和 62年に鉄道施設整備等(経営により生じた経常損失額の補てんを含む)の

財源とするため、「三重県地域交通体系整備基金J(以下「基金J)(8億円:県2億

円、市町 2億円、賛同企業 l億円、国からの転換交付金3億円)を設置しました。

また、平成 28年度には、「中期安全設備整備計画(平成 28年度~令和 10年度)J 

実施のため、県と沿線等 15市町により計 10億円(県5億円、市町 5億円)の積み

増しを行いました。
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(5 )乗車人員及び運賃収入の推移

伊勢鉄道乗車人員の推移 (単位。人)

180，000 

H30年度終R1年度ゎR2年度

伊勢鉄道運賃収入の推移 (単位 i 千円)

60，000 

H30年度 oRl年度 R2年度
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県内交通事業者への各種補助にかかる対象事業者一覧

県単独で実施 国と協調により実施

マスク・消毒液など消耗品の購入 手IJF目[岳婦への取組にかかる経費 抗菌対策にかかる絞費支援(6 実証運行にかかる経費支援(9
経費支援(6月補正その2) 支援(9月補正) 月補正その2) 月補正)

鉄道事業者(養老、三岐、四
田市あすなろう、伊賀、伊勢 O(対象) O(対象) O(対象) O(対象)
の5者)

バス事業者(三震交通、三交
伊勢志摩交通、三重急行自

O(対象) O(対象) O(対象) O(対象)
動車、八底パス、三岐鉄道の
5者)

ー 航路事業者(伊勢湾フエリー
O(対象) O(対象) x (対象外) x (対象外)

の1者)
00 

航路事業者(津エアポートラ
イン、志摩マリンレジャー(離 O(対象) O(対象) O(対象) O(対象)
島航路)の2者)

タクシー事業者(約50者) O(対象) O(対象) x (対象外) x (対象外)

みえモデル みえモデル みえモデル
r 1県民の命を守り抜く感染鉱大 みえモデル r 1県民の命を守り抜く感染拡 r 1県民の命を守り抜く感染拡大

備考
の防止」 rw安全・安心な暮らしの再構築」 大の防止」 の防止j

<第2ステージ> <第2ステージ> く第2ステージ> く第2ステージ>
(4)事業者における感染t広大の (2)地域交通の維持・確保 (4)事業者における感染拡大の (刑事業者における感染拡大の
防止策への支援 防止策への支援 防止策への支援

※その他利用回帰に向けたポスター作成による支援については、県内交通事業者に加え、 JRと近鉄に対しても実施



3 交通政策について

1 高齢者等の移動手段の確保等に向けた地域モデル事業について

( 1 )進捗状況

近年、高齢運転者による交通事故の多発が社会問題化し、運転免許の返納件数

が、平成 27年の 2.199件から令和元年は 8.149件と大幅な増加傾向にある中、

免許返納後の日常生活の移動手段の確保が求められています。

こうした課題に対応するため、高齢化が進む郊外型団地などの都市部や、交通

不便地域における移動手段の確保をめざし、福祉分野等との連携、自動運転技術

をはじめとする次世代モビリティ等を活用した取組をモデル事業として、市町や

交通事業者等と実施しています。

<モデル事業選定 :4事業>

①桑名市次世代モビリティ推進事業(実施主体:桑名市)

-実施日時 令和 2年9月26日(土)~ 9月28日(月)

・運行距離 2.5 km (大山田団地内を周回)

-技術レベル 自動運転レベル 2 (緊急時対応のテストドライバー乗車)

・実験車両 群馬大学所有の小型車両

-実証のポイント バス停での乗降シミュレーション、坂道での安定走行、

三重交通のパス運転手による運転

-参加者数 190人

② AI 配車システムを活用した「かめやまのりあいタクシーのりかめさんJ

実誌運行事業(実施主体:亀山市)

.AI配車システムを導入した実証実験を令和 3年1月頃に実施予定

③寝屋子の島 答志島高齢者等移動手段確保事業(実施主体ー鳥羽市)

-令和 2年7月から実証実験を実施中

-利用実績 (7丹:83入、 8月:56人)

④紀北町新交通システム実証事業(実施主体・紀北町)

-令和 2年 10月からAI配車システムを導入した実証実験を実施中

・利用実績(10月:263人、 11月:272人)

※電話予約を受け、 AI配事システムを活用した実績数

また、次世代モビリティ等の試乗会や移動に関するセミナーの開催により、高

齢者をはじめとする県民の皆さんが次世代モビリティ等を活用し楽しみながら

これからの移動手段について理解を深めていただく機会を提供したところ、 69

名の参加者がありました。
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(2 )今後の取組

令和 2年度の取組について、市町や事業者等と検証を行い、成果をマニュアル

として取りまとめ、他市町にその活用を働きかけることにより、円滑な移動手段

の確保に取り組む地域の拡大を図ります。

来年度は、福祉と連携した取組や次世代モビリティ等を活用した取組に非接

触・無人化などの新しい生活様式への対応の実践等の視点を加え、事を持たない

高齢者などの円滑な移動のための取組を進めるとともに、こうした取組を核とし

ながら新たな移動手段を導入する地域の拡大を図りたいと考えています。

2 リニア中央新幹線について

( 1 )現状・課題

リニア中央新幹線について、名古屋・大阪間の環境アセスメントの着手時期が

近づいてきたことから、今年7月に開催しましたリニア中央新幹線建設促進三重

県期成同盟会(以下、「県同盟会Jという。)総会において、知事から市町に対し、

今年中に駅位置選定にかかる提案をいただくようお願いをしたところです。これ

により本県のルート・釈位置の早期確定に向けた取組は新たなステージに入った

ものと考えています。

また、環境アセスメントの円滑な着手に向け、引き続き、 JR東海の名古屋以

西準備担当部門との意見交換を積極的に行っています。

加えて、環境アセスメントをはじめとするリニア事業に対する県民の皆さん等

の理解や協力が必要であるため、一層の気運醸成を図る必要があります。

(2 )今後の取組

今後は、県同盟会において各市町と駅位置候補の検討を重ね、ルート・釈位置の早

期確定につなげて行きたいと考えています。

本県が想定する今後のスケジュール

時期 主な取組 概 要

2021年 有識者への意見聴取 候補地ごとの地域特性や利便性などを伺い、

その結果をもとに県同盟会の各市町と検討

2022年頃 県同盟会総会で決議 環境アセスメントが着手される前年までに県問

盟会総会で釈位置候補を決議し、 ]R東海に要

望

2023年頃 ]R東海による環境アセ 名古屋・大阪聞のルートが20km闘から3km幅

スメントの着手 に絞り込まれ、駅位置が5kmの範囲円で、明示

20 



啓発活動については、新型コロナウイルス感染症の影響により、小学生を対象

とした夏休み親子学習会や多くのイベントが中止となりましたが、イオン津南で

の公共交通啓発イベントや、高校生によるリニアをテーマとした研究活動への協

力を行ったところです。また、 1)ニアが三重県に来ることを知っていただき、そ

の効果を感じていただくための動画を作成しているところです。今後も、感染症

の状況を注視しながら、引き続き効果的な啓発を行い、県民の皆さんへのリニア

中央新幹線に対する気運醸成を図ります。

3 改正地域公共交通活性化再生法の概要について

( 1 )これまでの経緯

平成 19年 地域公共交通活性化再生法成立

地域公共交通の活性化と再生のため、地域における主体的な取組や創意工夫

を総合的、一体的かっ効率的に推進することを目的に、「持続可能な運送サー

ビスの提供の確保に資する取組を推進するための地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律J(以下、「地域公共交通活性化再生法」という。)が成立。

-市町村が主体となった幅広い関係者の参加による協議会の設置

・「地域公共交通総合連携計闘j の策定を通じて、地域公共交通の維持・確保

や利便性向上に取り組むことを促進する制度の整備

平成 26年同法改正

・まちづくりと連携し商的な公共交通ネットワークを再構築するため、「地域

公共交通網形成計画Jを法定計画として地方公共団体による作成が可能と規定

・パス路線の再編等を実施する「地域公共交通再編事業」を創設

. I地域公共交通再編事業j 実施計画について国が認定し、法律・予算の特例

措置を適用することにより計画の実環を後押しする制度を整備

※令和 2年 11月末時点 「地域公共交通網形成計画J策定市町等数 12 

(2)令和 2年の法改正

改正地域公共交通活性化再生法は、令和 2年6月3日に公布され、 11月 27日

に施行されたところです。主な改正内容は、以下のとおりです。

-地域が自ら地域の交通をデザインするために、「地域公共交通網計画」を「地

域公共交通計画Jと改め、地方公共団体による作成を努力義務化

-従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輪送資源も計画に位置づけ

-輸送資源の総動員による移動手段確保のため、「地域旅客運送サービス継続事

業」を創設し、維持が困難となったパス路線等について、多様な選択肢を検討・

協議し、地域に最適な旅客運送サービスを継続

(3 )今後の取組

改正地域公共交通活性化再生法の運用にかかる情報収集に努め、「地域公共交

通計画Jの策定や「地域旅客運送サービス継続事業Jの活用について、地域公共

交通会議等の機会を通じ、市町に情報共有・助言するとともに、県としての取り

組むべき課題について国とも連携しながら検討を進めます。
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『、.:>
『、3

大山田地域j立、高齢化や今後のパスの運転士不足などの課題
を抱え、生活路線の維持が必要である状況。
〈取級内容〉

・問地域において、特に維持確保が必要な既存パス路線の一部

を自動運転バスの実証実験における走行ルートとし、現在パスを
運転している運転手等による実証実験を行うことで、現在のバス

運行の将来的な代替手段としての自動運転バスの可能性や導
入に当たっての課題について検証。

・実証実験を通して、地域における自動運転パスの受容性や
ニーズについても把握。
・実証実験時期令和2年9Fl26日-28日
〈ポイント〉

・高齢化等への対応として、自動運転パス導入に向けた実証実
験の実施。

〈現状・課題〉
市内全域において、デマンド型乗合型クシーを運行しており、現在

は、事前登録した利用者が、前日までに告クシ一事業者に電話で
予約している状況。
く取組内容〉

'AI配車システムを活用した予約受付及び配車を行うことにより、
利用者から根強い要望のある当日の予約に柔軟に対応し、利用
者の利便性を大幅に向上させるとともに、効率的なタクシー車両
の運行を図る。
-実証実験期間令和3年1月中旬-2月(予定)
〈ポイント〉

'AI配車システムを活用した予約受付及び配車により、当日の予
約への柔軟な対応を実現。

も

〈現状・課題〉

・答志島では、人口減少や後継者不足により閉庖する扇が
多くなる一方で、高齢化により自家用車を運転できる住民が
少なくなり、また公共交通機関もない状況。

・答志和臭地区の民間医療機関が令和2年3月末で閉院と

なったことにより、移動手段を持たない高齢者が島内唯一
の桃取地区の診療所に通院することが必要な状況。
〈取組内容〉

・1也元町内会(予定)が市の公用車による移送を行い、島内
の移動手段を持たない住民の通院など移動需要に対応0

・実証実験期間:令和2年7月~令和3年2月(予定)
〈ポイント〉

・市の健康福祉分野が町内会(予定)と連携し、公用車によ
る移送を行い、高齢者の島内唯一の桃取診療所への通院
などの移動需要に対応。

〈現状・課題〉

町内にヲクシ一事業者がないため、町が運行主体となり、
公用車(軽自動車)を使用してドアツードアのデマンド運送
(町内全域〕を実施している状況。
〈取総内容〉

・現状に加え、 AI配車システムを導入することにより、効率
的な運行の実現と将来的な運行数の増加に対応。

・運行管理・安全管理について三重交通側に委託し、運転
手の一部は町内の介護タクシー事業者から派遣。
・実証実験期間令和2年10月~令和3年2月(予定)
〈ポイント〉
・町内の介護歩クシ一事業者を活用(運転手を派遣)。
・観光客等が利用しやすいよう、将来的なMaas等の導入も
視野に入れた実証実験。



-持続可能な運送サ」ピスの提供の確保に資する取組を推進するための

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律案<予算関連法律案>

! 人口減少をよ困る地方面舎の乗合パス事局者の滋~ I 

0人口減少の本格化、運転者不足の深刻化等に伴って、公共受遜サービスプム一緒混入院大観欄制 。 人口副都市附
の縫静也確保が厳し主査盤」主位盈中、憲齢者の獲量E免許のllii納が年々増間~;;;:;:ふみ;ム二必'"'~._""-"二一 一…一
主Eする等、地域の暮らしと産業を支える移動手段を確保することがますま隠首長?で γ円一~:~:~:Ø~.0-0'0'8 ぎ
す嚢要になっている。 随一一一一，，_色鴨拡証斑一一一一一 一一…

て、多様な関係者が連携し、地域終済社会の号華麗に資する玄遥壬主主 75 ~^-"- ""~，.~~..，~"俗ち:受繋金量張。品43
2謹鐘することにより、生産性向上を図ることも必要となっている。 I減話器開器言語謎岩盤i:;ニ:二二;;ニニ

議議機態1.--- ~d~……一月五五戸二五日一…:一
0並左公益盟盆が、交通事業者等と「童携して、 2二 二二二とで三三云三-'ここ ~::;tl
①公共交通を中心に並滋忽輸送室遜査盆盈呈する交通計画を作成 立二二二塁:薬品 ご二て 1.1 
@最新技術等も活用しつつ‘翠室笠公益支道立=血盟盤整査寒を徹底芯コニ".~~.ご二二二二ムニコニコ: 目こ 〓t
するとともに、盟が受集頭よど笠企:2頭jJ虫玄援を行うことで、韓緩亙盤室町……一………日一宮E監督U:署
地域公共受遇多実現。 て二ご一一:玉モ置及、怠重量制量:1:1:

闘輔は確固蜘恥i「品の醐忠康庁州制百』皆罰坦齢謀議諜成

0跳方公共団体によ..， r地域金差車車lJ計置以支.6.11，三芝2~，辺2企盛(作成経費を補助※予算関連)
-従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輸送資源(自家用有償旅客運送、福祉輸送等)を位霞付け、
地域の移動ニーズにきめ細かく対応(情報基盤の整備・活用やキャッシュレス化の推進にも112慮)

-定量的な目標設定や毎年度の評価等によりPDCAを実施

0地域における協議の促進
・黍合パスの新規参入毒事の申請があった場合、国土交通大臣が地方公共団体に対し選組

輸送資源の総同盟塑塑型 企i
①畿鐙虚盟強主主2立正1丞鐙鎧筆について、多械な選択肢を検討・協議し、地域に最適な践墨
運送ガ三ピゑを継銃(地域旅客運送サービス継続事業) 自家用有糊客観

②過疎地等で市町村等が行う車窓照Jii質経客運送の実施の円滑化
./~Ä.室生左三重茎賓がノウハウを活用して撞皐支.$)_制度を創設し、実施を円滑化
・住民のみならずま誌主主も運送の対象に加え、観光ニーズへの対応を可能に

③鉄道・乗合バス等における皇室混藍に係る手続の円滑化(貨客運送効率化事業)

既存の

①到盟主旦盤による蕗鋭 zダイヤの改善‘選管の設定等を促進(地域公共交通利便増進事業)
②出皇室に参加する複数の交通事業者の運賃設定に係る手続のワンストップ化、 MaaS協議会制度の創設

(新モピリティサービス事業) 摺MaaS:Mobility as a Service 

:Q独立笠政法ム盤道建設・豊富輸腕語草書備室梼禅僧巴さ長室金金貸盆鎧度笠鑑主E
2 ・多様な関係者の連携による鉱道壬記三三や盤;盗盤息宣整鍾 (※予算関連)

困問醐周囲 圃 欄 醐 圃 剛 隣 国 国闘闘町四四岡田櫨国園田両鵬幽圃幅四回園田 M 回国圃園町田輔副箇圃同開削園田園同開幽祖国四回欄凶園田園欄国輔副民同園間棚田町

: [目標‘効果3地域の移動手段の確保・充実のため、地方公共団体主導で公共交通サービスを改善、地域の総鵠源を総動員する取絡を推進i
! (KPl)・地場公共交通計画の策定件数 :524件 (2019年7月時点)司1，2∞件 (2024年度) ! 
I .地域公共交通計画を立地適正化計画と併せて策定した市町村数 :172市町村(2019年7月時点)坤 400市町村(2024年度) : 
i -地域公共交通特定事業の実施間の認定総数 : 46件 問時7月時点)司 2∞件 (2間報) i 

国土交通省報道発表資料
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4 新しい三重とこわか国体・三重とこわか大会に向けた取組について

コロナ禍だからこそ、安全・安心に国体・大会を開催できる、新しい国体・大会のかた

ちを三重から示し、スポーツの持つ素晴らしさや、夢と希望、勇気を県民の皆さんに届け

るという使命感を持って、“オール三重"で準備を進めます。

1 新しい国体・大会を目指した見直し

10月 14日、三震とこわか国体・三重とこわか大会実行委員会第3回常任委員会を開催

し、「選手ファースト」、「安全・安心な大会運営」、県民力の結集や多様な魅力発信といっ

た「両大会で掲げてきた価値の新たなかたちでの創造」の3つの視点から、関・院会式の

見直しを行いました。

( 1 )会場

開・閉会式会場については、密を防ぐ目的から、三重交通G スポーツの杜伊勢陸上競

技場で 8，000人を予定していた観覧者を 300人に縮小し、①競技会への影響の排除、 ci徹

底した感染防止対策、③選手や観覧者等の削減、による感染リスクの低減を踏まえつつ、

多様な式典演出に対応できる会場を幅広く検討した結果、三重県総合文化センターで実施

することに変更しました。

新しい形での開・閉会式 ~開催税模~

(国式体典時開会間式) I 続覧者数 [弱f] 胡数(国体調会式〕 ([自体開会式)

機先{催県平均

約 約

霊童=童民主 税
三重交通Gスポ吋ツの栓伊勢陸上 場

懇話
約 3.5時開 約 8，000人 約 3，000入 約 1，800人

管制5時間 約 300人 約250人 約250人
(サテライト会場〉 rサテライト会場を台む)
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(2)式典

会場変更後の凋・閉会式については、規模を縮小して実施するだけではなく、選手を式

典メイン会場から分離し、安全・安心を確保したうえで、デジタル技術を活用して両大会

への想いや感動を創出するなど、前例にとらわれない、国体史上初となる「オンライン式

典j を実施します。

現在、過去2年かけて検討してきた計画をゼロベースで見直しており、新たな式次第の

作成、式典や式典の前後に実施する各種プログラムの内容・演出方法を検討しています。

{式次第(案)】

0国体・総会開会式(令和3年9月25日)

(変更前)

12・10 オープニングプログラム

13 : 00 式典

14 : 15 式典演技

14 : 47 エンディングセレモニー

(15 : 26) (終了)

翻畿静

時間短縮

約200min

約印刷n

0国体・総合閉会式(令和3年 10月5臼)

(変更前)

10 : 00 

10・55

11・48

(12 : 02) 

オープニングプログラム

式典

選手団・役員退場

(終了)

時概縮

約 120min
↓ 

約60min

14 : 15 

14 : 30 

15 : 08 

15 : 13 

(15 : 34) 

10 : 45 

10・55

11 : 36 

(11 : 45) 

※設定時刻については、今後変更の可能性があります。

(変更後)

式典前プログラム

式典

インターバルムービー

式典演技

(終了)

(変更後)

式典前プログラム

式典

サンクスプログラム

(終了)

※大会(開会式:令和3年 10月23日、閉会式:令和3年 10月25日)についても、

上記プログラムを基本にしつつ詳細を検討中です。
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2 競技会における新型コロナウイルス感染定対策ガイドライン

( 1 )三重とこわか国体

コロナ禍において、国体の各競技会を開催するにあたっては、参加者の安全・安心の確

保を最優先とした様々な対策や工夫が求められており、会場地市町や競技団体からは、各

競技会の感染防止対策について、県としての統一的な考え方の提示が求められていました。

このことから、 11月、県実行委員会では、市町実行委員会及ひ灘技団体において実施す

ることか望ましい標準的な対策をとりまとめた「三重とこわか国体競技会における新型コ

ロナウイルス感染紡止対策ガイドライン」を策定しました。

今後、このガイドラインに基づき、会場地市町及び競技団体とともに、安全で安心な競

技会運営に向け取り組んでいきます。

(2)三重とこわか大会

県が主体となって運営を行う大会の各競技会について、公益財団法人日本障がい者スポ

ーツ協会、各競技団体等が定めるガイドラインや国体の県ガイドラインを参考に、標準的

な取組を取りまとめた「三重とこわか大会競技会における新型コロナウイルス感染紡止対

策ガイドラインJを令和3年 1月末までに策定する予定です。

大会独自の取組として、実行委員会、競技運営主管団体、選手団それぞれにおける感染

対策担当者の設置や、障がい特性等に配慮した環境整備の取組項目などを記載します。

今後、ガイドラインに基づき、会場地市町及び競技運営主管団体と一体となって、安全

で安心な競技会運営に向け取り紐んでいきます。

3 県民力結集に向けた取組

( 1 )情報発信

両大会では、県民の皆さんに「するJiみるJi支えるJといったさまざまな関わりを持

っていただ、くことで、県民力を結集した大会をめざーしています。中でも「みる」は、県民

の皆さんの梼むが最も高く、また、気軽に関わっていただ、けるものです。

このため、県政だよりをはじめテレビ広報や広報誌などの媒体を活用し、両大会に向け

て頑張っている三重県選手の紹介や、競技の見どころなどの情報を発信することで、県民

の皆さんの応援ムードを高め、「観戦j というかたちでの参加につなげていきます。

一方、新型コロナウイルス感染症対策として、競技会場では一定の観戦制限が必要とな

ります。競技会場に来場できない県民の皆さんには、テレビの中継などにおいて、県民の

皆さんの応援の声を届けることが、できる、双方向の仕組みを取り入れていきます。

また、国体インターネット動画配信サービス「国体チャンネルJにおいて、全競技会の

決勝戦や三重県選手が出場する予選などを中心に配信します。
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(2)とこわか運動

再大会を盛り上げていただく県民の皆さんの活動である「とこわか運動j は、学校や企

業などさまざまな団体に取り組んでいただ、いており、県内全域に広がっています。(とこわ

か運動登録件数 11月初日時点:620件)

これまでは、とこわかダンスを踊る、ポスター等広告物を掲載するなど、機運穣成に向

けた取組を中心に実施していただいており、今後は競技会の会場を装飾する取組や、きれ

いな街で選手をお迎えするクリーンアップ活動など、おもてなしにつながる多くの取組が

実施されるよう、市町とともに働きかけていきます。

( 3 )ボランティア

岡大会を多くの方々に支えていただくため、主に運営ボランティア、情報支援ボランテ

ィア、移動支援ボランティアの3つのカテゴリーでボランティアを募集しています。両大

会の関・閉会式の見直しに伴い、必要とするボランティアの人数を検討しているところで

すが、大会の競技会については、大勢の方々のご協力が必要です。

引き続き、運営ボランティアについては、企業等を訪問して協力を依頼するとともに、

情報支援ボランティア、移動支援ボランティアについては、県内の手話サークル、地域の

ろうあ協会、福祉施設等へのより一層の働きかけを行っていきます。

また、応募者に対する研修について、統に開始している情報支援ボランティアに続き、

今後、運営ボランティア、移動支援ボランティアについても、円滑なボランティア活動が

できるよう、研修を実施していきます。

なお、研修の実施にあたっては、インターネットやDVDを活用するなど、感染症対策

を考慮した形式で実施します。
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別紙

withコロナ時代に勇気ヒ希望を

から示す!一一一
新しい国体・大会のモデル

安全一一一一一体一旨して智

1警P. I 

P. 2 

曹三重量鶴鍍喜噂

新型コロナ状況下におけるスポーツイベントの現状

南大会の見直し

3 関・閉会式の見直し

. 5 会場の変更

7 新たな“とこわか"を実現!

8 開・閉会式の開催規模

新たな開・閉会式のスタイル

会場イメージ

演出イメージ

P. I 3 国体競技会 コロナ対策ガイドライン

P. I 5 大会競技会 コロナ対策ガイドライン
ガイドライン

16 オール三重の一体感を届けるために
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新型コロナ状況下におけるスポーツイベン卜の現状 哲三重趨議官鷺曹

司ι

2021 
まず間生防止 ) 

《三重とこわか唇体はどうする?)) ・選 手→スポーツをしていないときのマスク着用、
こまめな手洗い、アルコール等による手指
消毒、ミーティング等でち3密を避ける。

皇室22Yイ叶・・
・参加者→マスクの替用、大きな芦での応援を避ける、

3密を避ける。

万が一、

設→収容定員の50%制限厳守、 3密にならな
い工夫、感染防止対策の実施。

クラスターが発生したら、どうなる!?

三震とこわ

R 

1・専門家の意見

管三重量鶴斡

私だちには、 S50三重国体の質実国体、競技本位国体のレガシーがある 1

専門家や関係機関と協議 ~ー--------
両大会全般にわたる見直しを決断 II 

新型コロナ危機を乗り越え、南太会が開催でさることを全冨に示し、
スポーーツの力強さ、素晴らしさを三重の地から発信。

上記在実現するだめに _/---------------

30 
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開・閉会式の見直し① 轡翠喜重韓関

関・閉会式会場!こは、選手、役員、式典演者、招待者、観覧者など約26，000人(国体:総合開会式)~ 
約14，000人(国体:総合開会式〉が勢揃いし、密が不可避な状穏 ※ 人数は過去5年の先催県平均

I 選手ファース卜、安全・安I白な大会運営の実現のために!

来場する全ての参加者(選手、役員、式典演者、招待者、観覧者など〉を大幅に削減 11-
そもそち密な状態を作らない 11 JIIÇ~ 

E 両大会で掲げてきた悩値の新たなかだちでの創造 可"~

3 

開・閉会式の見直し② 守護実韓関

これまでの実績における先催県の平均(主な例)

式典持関
(国体開会式)

約4.5詩間

観覧者数
(関体開会式)

選手参加者数
(国体照会式)

数

的

入

者
品
古
川

僻
関

K

関

E
ド

典
淋

4

式
市
甲
約約 12，000人 約4，100人

式典時間の短縮や観覧者、選手、式典関係者等を大幅に縮小

九長記忌迄戸長以---

会場及び式典実施方法の変重が!11'1要

4 
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会揚の変更(変更前〉 曹三塁櫨襲撃理智

三重交通G スポーツの社
陵上競技場〔伊勢市〉

仮設I最影台

敷地面積 18.5ha 

式典参加人数 約13，000人(国体総合開会式)※

駐車揚 約750台

仮設物 約4401盟
ユニットJ¥ウス及びテント数

観光客対策 パーク&パスライドの実施

ユニットハウス 仮設トイレ

※観覧者数(約8，000人)、選手参加者数(約切00人)、式典隠係者数(約1，800人)の合計

会場の変更(変盟後〉

三重県総合文化センター
大ホール(津市〉

敷地面積

収容人数

曹三重謹繍要望霊

6.2ha 

式典会場.大ホール (1，903席〉

駐車揚 約1，400台
中ホール (968席〕
IJ ¥ホール (285席〕

諸窓 多包的ホール (383席〉
第1・第2ギャラリー(計1，100rri)

この他活問できる諸室が21室

会場変更による準備の概要

32 
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会揚蛮更で新疋な“とこわか"を実現!

@とにかく優先!選手のコンディション

参加人数の絞り込みや

式典時間の短縮によって

選手の負担を軽減!

映像とライブをおりまぜ、矩
火に込められた県民の患い
伝え、感動を創出!

警書離艶

効率的な運営が可能に!

@簡素がええやん!式典運営

今までにないコンパクトな運

営に向け、陵上競技場での
開催費用をリセットし、競模縮
小に応じた経費の節減へ!

効
の

有

員

!

の
職

設

県
施
や

存

員
既
備

出
警

ふ'町、、

場
や

車

用
駐

活
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新疋な開・閉会式のスタイル 響議謹禁饗

①選手と式典の分離 従前の倒!ことらわれない

②デジタル技術在活用し管動在部出 大胆な発想の転換
(三重県モデル由民・閤室式)

「オンライン式典Jの実施

王主典サテライト会場
(票総合文化センター別会場〉

中継

"曙爪

脱会場から
参加

式典メイン会場
(県総合文化センター大ホーJv)

[]! M;J<<?U->! CJ 
畠.&&.Ja&.&

招待者、式典演者(一部〉

! 娘像素材
1告種ブロクラム在通して、県
i 民による活動や臨握の気持ちAi-紹介

県民 j 

日 目自量 9 

軍需襲撃事審

34 



デジタル技術を用いた演出イメージ①(選手団紹介〉

デジタル技術を用いだ演出イメージ②(式典演技〉

一一 一一一一

i"-"μ 

七

¥_:，;i 
J 

v 

¥2 (; 

宅~~.欝諜号哲

" . 
'(-~ 

戸ん f

12 
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三重とこわか国体競技会のコロナウイルス対策ガイドラインの作成 轡望襲鍔饗

(公財)B本スポーツ協会
各中央競技団体

「スポーツイベントの再開に向けた

感染拡大予防ガイドラインj
f競技別ガイドライン」

[スポ ツイベント全般を対象】 【各競技の感染予防の実施方法]

これらのガイドラインに基づ吉、市町競技団体が
コロナ対策を含めた開催準備を進めていく中で、

様々な課題が浮き彫りに

競技どιの対策方法 一¥
に違いがある 三

、一
叫に

各競技会の対策に大き
なバラツキがでてしま
うのではフ

参加者の命と健康を
守るには、どとまで
対策すべきか?

これらの諜題を解決するため
『三重県指針』に加え、上記三つの要素を盛り込んだ

合理的な判断の拠り所として
三重ととわか国体独自のガイドラインが必要

「三重とこわか国体競技会における

慣例・慣習に囚われず、
運用面の工夫で負担を
減らせないか?

新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン(依称)

三重とこわか国体競技会のコロナウイルス対策ガイドラインの骨子(案) 襲撃襲撃哲

三重ととわか屋体競技会の運営にあたり、参加されるすべての方の生命・健康の安全

を最優先に考え、豆式競技・特別競技・公開競技 デモンストレーションスポーツを

対象とし、市町競技個体が開催準備を進めていくなかで生じる様々な課題の解決に

資する「合理的な判控訴の拠り所」としてお示しするものです。

<三重とこわか国体独自の取組(案) > く対策の一例>

響
01安心みえる LI N EJの活用

O~督会議、開始式等の検討による
箔言葉・効率化

。競技補助員等の見直し など

<ガイドラインの主な記載項目(案)> 
入場口での検温 三密の白遊

。
接触確認アフリ
rCOCOAJの活用

県・市町実行委員会、競技団体、選手屈それぞれが実施する対策について整理

参加者の健康状態の管理方法等(体調管理チヱツクシートの記入・提出、検温等)

会場の受付、観客席、おもてなし等における対策等

(手指消毒剤の設置、三密を避けるための対策等)

宿泊 輸送に係る業界ガイドラインに基づいた対策等

36 
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三護とこわか大会競技会のコロナウイルス対策ガイドラインの作成 管轄諜饗

本ガイドライツは、県が主体となって運営を行う三重量とこわか大会の各競技会を、来場される方の障
がい特性等にち配慮し、すべての方にとって安全・安11'，¥な競技会とするため、公益財団注入日本障が
い者スポーツ協会、各競技団体等が定めるガイドラインを参考に標準的な取組等を定めるものです。

日?巴(案)> 

県実行委員会、競技運営主管団体、選手団、
来場者の役割の整理

参加者偲人の健康状態の把握

参加者の健康状態の把握方法 等

会場の受付、観客席、おもてなし等に
おける対策等

感染対策を考慮した監督会議、開始式、
表彰式等の開催方法

<三重とこわか大会独自の取組(案)> 

o r安心みえる LI N EJの活用

O感染対策担当者の設置
(実行委員会、競技運営主管団体、
選手団)

0震症化リスクが高い方への対策

(選手屈における派遣可否の判断等)

O障がい特性等に配慮した環境整備

(ICTの活用による密回避)
など ， . 

叫:ン〆
※「宿泊.輸送Jにつしい1ては、三重とこわか鐙体競技会のガイドラインを準用します。

「三重とこわか大会競技会における
新型コロナウイルス感染症対策ガイドライン(仮称)

オール三重の一体感を届けるために 曹三重量盛事鰭響

コロナ禍にあって従来のような来場による観戦・応援が難しい状況にあっても、夢と感動やオー

ル三重の一体感を感じていただけるよう、情報の発信はもとより応援が伝わる双方向の仕組みを

取り入れていく。

<重点項目>

(…吋(明智][ご句協企業H選蹴;務の)

圃 呉体的なllJ(総1列

-開会式や競技の中継
・開催中のハイライトコーナー
・番組に県民の応援の声を届ける
仕組みを導入

-インターネットで競技の中継
を行う「国体チャンネル」に
おいて、会i創出市町と連携し
全ての決勝戦や三重県選手
が出場する予選などを中山に

-筒閉会式の看板露出に代わり、
テレビ、交通広告等で協賛企業
をPR

侵入
i!iG信

37 

・メディアでとこわか運動やボ
ランティア活動などを紹介

・来県した選手への
おもてなしと県民
への開催周知の砲
火を実施
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最後に 曹三重量襲韓関

[一一コロナウイルス感染拡大日空竺些

官舎一一時一帯
廻デマ、差別、偏見 回「新しい生活様式」

回就労状況の悪化

.........・-ー・・・・・・・・..........・・・・・・・・・ー......
iこんなに大変な時にスポーツ?:

/ ~ 仰の申がとんな大悲反時期に‘スポーツの話をすること自体、

/ ~ .-- ¥否定的な芦があることちょく分かりますn

/j也江璃花子 l -
i 選手 jただ、一方で思うのは、 d最 1

メッセージ i芦境からはい卜がっていくときには、 思広:'fj~

/ c:.弓[_，で有希望の力が!frii主主1ec::v¥弓ことですn な議畿談議γ
R2.P3 / ー融一

スポーツでの「希望jが必要!! 

両大会を成功させ、勇気と希望を皆さんへお届けした
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5 東京 2020大会聖火リレー及び聖火フェスティパルの取組について

1 経緯

本年6月、東京 2020大会組織委員会は、来年の大会について「効率化・合理化を

進め、簡素(シンプル)な大会とするj 旨の原則を表明し、オリンピック聖火リレ

ー及びパラリンピック聖火フェスティパルについてもこの原則に沿って再検討され

ることとなりました。

また、 9月にはオリンピック聖火リレーの新たな実施概要を公表し、本県が強く

求めていた、すでに決定しているランナーやルート市町が優先されることなど、従

来の枠組みを踏襲することが決まりました。

また、パラリンピック聖火フェスティパルも向様に、すでに決定している「採

火j など従来の枠組みを踏襲します。

これらにより、両イベントに携わる関係の皆さんの不安は一定解消されることと

なり、県として来年の本番に向けた準備を再スタートしたところです。

2 現在の取組状況

( 1 )オリンピック聖火リレー(県内実施 :4 月 1B~8B)

新たな実施概要の公表を受けて、県ではランナーやセレモニー出演者、ボランテ

ィアなど関係の皆さんに対して参加の意向確認を行うとともに、走行ルートの状況、

セレモニーの企画内容、地域の魅力を発信する PRブースの出展内容等について、

従来の実施計額どおり実現できるかどうかの確認作業等を進めています。

特に、走行ルートとならなかった市町の情報発信をできる限り優先し、セレモニ

ーやPRブースに反映できるよう検討しています。

また、機運穣成については、現時点で確定した情報について県主催イベントや県

有施設等で周知を図っているほか、先月 13日から 17日まで、総務省の地方創生事

業として採択されたオリンピック聖火の巡回展示を県内 5カ所で行い、貴重な聖火

を多くの方々に観覧いただきました。

( 2 )パラリンピック聖火フェスティバル(県内実施 :8FJ12 段 ~15 日)

パラリンピックにおいては、開催都市(東京都)及びパラ競技開催3県でトーチ

をつなぐリレーが実施されますが、他の 43道府県についてはリレー方式ではなく、

「採火j など火にまつわるイベント(聖火フェスティバル)を各市町で実施するこ

ととなっています。

本県では、県内全 29市町が「採火」を実施した後、それらを 1つに「集火Jし、

東京に向けた火の「出立J(県内集火・出立式)を行うこととしています。

3 今後の取組方針

オリンピック聖火リレーについては、組織委員会が今月末までに示す予定の新型

コロナ感染症対策方針や県の指針等に沿って、万全の感染防止対策を講じます。

その結果、沿道やセレモニ一会場での応援・観覧に一定の制限が課せられた場合

でも、できるだけ多くの皆さんが何らかの形で聖火リレーに関わり、応援できる仕

組みを検討していきます。

また、機運醸成については、本番に向けて時機を逸することなく取り組んでいき

ます。

なお、パラリンピック聖火フェスティバルについても、引き続き関係機関と連携

し、組織委員会の方針に沿って運営準備を再開していきます。
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4 聖火リレーから三重とこわか国体・三重とこわか大会までの嬢続

聖火1)レーボランティアを通じて培ったノウハウやおもてなしの精神を東京 2020

大会や三重とこわか国体・三重とこわか大会でも生かしたり、聖火ランナーを応援

した皆さんがこれらの大会でも同じように地域一丸となって地元選手を応援するな

ど、聖火リレーを通じて地域の一体感醸成を図る必要があります。

聖火リレーや聖火フェスティバルでの一体感や熱気を最大限に維持したまま毘

体・大会までつなぎ、両大会で創出されたレガシーを地域の人づくり、まちづくり

に生かすよう取り組んでいきます。
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別紙 オリンピック聖火リレー

東京2020オリンピック聖火リレーの三重県ルート(通過市町及び主な実施場所)は次のとお

りとなります。(前回から変更なし)

なお、本県では2021年4月7臼(水)、 4月8B (木)の2日間実施します。

(1)三重県内ルート

儲張市{特殊区間
S:赤目四十1lS竜不郵竜
G:赤目四十JlS竜キャンプ湯

告松阪市
S 松板城跡(:ニtレプレー~l{)
G松板釈南口前
維腕酒屋敷、!日小皐清左衛irl家
自日制傭人の館)前経由

儲 E北町{特殊区間l
S馬越b李登りロ

G:馬越持夜泣き地蔵前

⑥熊野市
S熊野市駅前

G:山崎運動公園 (tIt7'トション)
*花の窟神社爺経由

(2)県内を走行するランナー

麟欝欝饗欝譲罷璽

麟欝璽謹麓欝欝欝

三重県を走行する聖火ランナーは総数 184名です。そのうち、三重県実行委員会枠は44枠(53
名)で、その内訳は、公募 29枠 (29名)及び推薦枠 15枠 (24名)です。なお、推薦枠は 14
名+グループラシナー枠(10名)です。

(3)セレモニー呂程と会場

日程 出発式 ミニセレフ合レーション セレフ、レーション

4月7日(7J<)
四日市市 津市 伊勢市

(四日市公害と熱量末端前) (サオリーナ) (三重県営総合競技場)

4月8日休)
伊賀市 松阪市 熊野市

(伊賀上野城 (松坂城跡) (山崎運動公園)
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(4)都道府県実施B一覧

福島県 2021 年3J'l25 日(木)~2021 年3 月 27 S(土) 25 広島県

2 栃木県 2021 年 3 月 28 日(日)~2021 年3 月 29 S(月) 26 向山県

3 群詩集 2021 年 3 月初日(火)~2021 年3 月 31 日(水) 27 鳥取県

4 長野県 2021 年4 月 1 日(木)~2021 年4 月 2 日(金) 28 兵庫県

5 妓阜県 2021 年4 月 3 日(土)~2021 年4 月 4 日(日) 29 京都府

6 愛知県 2021 年4 月 5 日(月)~2021 年4 月 6 日(火) 30 滋賀県

7 三重県 2021 年4 月 7 日(水)~2021 年4 月 8 日(木) 31 福井県

8 和歌山県 2021年4月9S(金)~2021 年4 月 10 日(土) 32 石川県

9 奈良県 2021 年4 月 11 日(日 )~2021 年4 月 12 日(月) 33 富山県

10 大阪府 2021 年4 月 13 日(火)~2021 年4 月 14 日(水) 34 新潟県

11 徳島県 2021 ，年 4 月 15 日(木)~2021 年4 月 16 日(金) 35 山形県

12 香川県 2021 年4 月 17 日(土)~2021 年4 月 18 S(日) 36 秋田県

13 高知県 2021 年4 月 19 日(月 )~2021 年4 月 20 S(火) 37 青森県

14 愛媛県 2021 年4 月 21 日(水)~2021 年4 月 22 日(木) 38 北海道

15 大分県 2021 年4 月 23 日(金)~2021 年4 月 24 S(土) 39 岩手県

16 宮崎県 2021 年4 月 25 日(日)~2021 年4 月 26 日(月) 40 宮城県

17 鹿児島県 2021 年4 月 27 日(火)~2021 年4 月 28 臼(水) 41 静両県

18 沖縄県 2021 年 5 月 1 日(土)~2021 年5 月 2 日(日) 42 山梨県

19 熊本県 2021 年 5 月 5 日(水)~2021 年5 月日日(木) 43 神奈川県

20 長崎県 2021 年 5 月 7 日(金)~2021 年5 月 8 日(士) 44 千葉県

21 佐賀県 2021 年5 月日日(日)~2021 年 5 月 10 日(月) 45 茨城県

22 複府県 2021 年5 月 11 日(火)~2021 年5 月 12 日(水) 46 埼玉県

23 山口県 2021 年5 月 13 日(木)~2021 年 5 月 14 日(金) 47 東京都

24 島根県 2021 年 5 月 15 臼(土)~2021 年5 月 16 日(日)

参考2 パラリンピック聖火フェスティパJレ
「採火Jr県内集火・出立式j 日程と会場

日程

採火

県内集火・出立式

8月12日(木)~l 5日(日)

8月15日(日)
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2021 年5 月 17 日(月 )~2021 年 5 月 18 日(火)

2021 年5 月 19 日(水)~2021 年 5 月 20 日(木)

2021年5月21S(金)~2021 年5 月 22 日(土)

2021年5月23S(日 )~2021 年5 月 24 日(月)

2021 年5 月 25 日(火)~2021 年 5 A 26日(水)

2021年5月27S(木)~2021 年5 月 28 日(金)

2021 年5 月 29 日(土)~2021 年5 丹 30 日(日)

2021 年5 月 31 日(月)~2021 年6 丹 1 日(火)

2021年6月2S(水)~2021 年 6 月 3 S(木)

2021 年6 月 4 日(金)~2021 年6 月 5 白(土)

2021 年6 月 6 日(日)~2021 年6 月 7 日(月)

2021 年6 月 B 日(火)~2021 年6 月 9 S(7)<) 

2021 制月 10 臼(木)~2021 年6 月 11 日(金)

2021 年5 月 13 日(日 )~2021 年6 月 14 日(月)

2021 年間 16 日(7)<)~2021 年間 18 日(鉛

2021 年6 月 19 日(土)~2021 年日月 21 臼(月)

2021 年6 月 23 日(水)~2021 年日月 25 日(金)

2021年6A26 日(土)~2021 年6 月 27 日(臼)

2021 年6 月 28 日(月 )~2021 年8 月初日(水)

2021 年7 月 1 日(木)~2021 年7 月 3 日(土)

2021 年 7 月 4 日(日)~2021 年7 月 5 S(月)

2021 年 7 月 6 日(火)~2021 年7 月 B 日(木)

2021 年7 月 9 日(金)~2021 年7 月 23 日(金)

会場

各市町内

三重県総合文化センター



6 三重とこわか国体での天皇杯・皇后杯獲得に向けた

競技力向上の取組について

1 現状と課題

(1)これまでの取組

三重とこわか国体に向けた本県の競技力の向上については、三重県競技力向上対策

本部を設置し(平成 25年5月)、各競技団体、三重県スポーツ協会等と一体となって

計画的に取り級んできました。

成年種別では、本県選手の育成・強化とともに、県内企業への就職支援によってト

ップアスリートの本県への定着に努めてきました。また、少年種別では、ターゲ、ツト

ヱイジ(三重とこわか国体において少年種別の選手となる年代)の発掘・育成・強化

を図ってきました。さらに、指導者の養成、指導体制の確保等に重点的に取り総んで

きました。

しかしながら、新型コロナウイルスの影響により、チーム練習や遠征などの強イU舌

動ができなくなりました。また、同様に、 トップアスリートの県内定着(就職支援)

のためのスカウト活動や企業訪問も困難になりました。

そのようななかでも、インターネットや SNS等を活用し、選手に対し、在宅での

トレーニング方法の提供や、専門家による遠隔での助言・指導等を行ってきました。

また、これまで培ってきた人脈を活用してスカウト活動を行うなど、取組を進めてき

ました。

その後、夏から秋にかけて、社会経済活動が再び動き始めたことから、各競技団体

では、感染防止対策を徹底しながら、強化活動を再開しました。

そして、徐々に全国レベルの大会も再開されるなか、陸上競技の全国中学校総合体

育大会、レスリングや自転車競技のインターハイ代替大会、水泳競技(競泳)やセー

リングの全日本選手権などにおいて、三重とこわか国体の出場予定選手が優勝するな

どの成果も表れてきています。

(2 )競技団体ヒアリングの実施

本県の競技力の状況については、毎年の国体の結果をふまえ分析してきましたが、

今年の鹿児島国体が延期されたことから、その把握が困難となっています。

そこで、例年、 1~2 月に実施していた競技団体からのヒアリングを1O~11 月に前

倒し、課題や今後の強化対策なと、について競技団体から聴き取りを行いました。その

結果、次のような課題が明らかになりました。
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成年種別では、再開された大会において、試合には勝利したものの、試合展開のな

かでの単純なミスが散見され、流れをつかみ切れないなど課題がありました。また、

コロナ禍で、計画していた強化試合の多くが実施できなかったため、上位入賞を目指

しながら実力を出し切れなかった選手やチームがありました。このなかで特に、団体

競技では、選抜チームで戦う競技が多いなか、攻守にわたる戦術が浸透し切れておら

ず、チームとしての戦い方が定着していないという課題もありました。

少年種別では、戦力は揃っているものの、実戦不足から、肝心なところで自信が持

てずメンタルが崩れたり、ケガが起こってしまうケースも発生しているなど、脆さが

みられました。

今後は、来年4~8 月にかけて開催される全国レベルの大会に目標を定め、計画的

に強化に取り組んでいく必要があります。

2 今後の取組

来年春から夏にかけて開催される全国レベルの大会に向けて、これらの課題を克服

するため、専門的スタッフを投入し、競技特性に応じたスキルの習得や戦術の修正を

行い、勝つためのチームスタイルを確立させていきます。

加えて、対戦が想定される相手の戦力分析を改めて行い、国体本番で苦手相手を作

ることがないよう、相手との駆け引きや戦術のレベルを引き上げていきます。さらに、

専門知識を持ったトレーナーやドクターを配置し、選手のコンディション調整に細心

の注意を払うことにより、万全の態勢で本番に臨めるよう、チームとしての完成度を

高めていきます。

また、少年種別においては、ケガを紡ぐとともに、プレッシャーのかかる場面でも

実力が発揮できるよう、強豪県のチームとの強化試合を十分に行うことや、大学や実

業団など格上との合同練習を重ね、フィジカル・メンタル両面の強化を図ります。

これらの取組を、競技団体等とともに全力を挙げて計画的に取り組み、三重とこわ

か国体での天皇杯・皇后杯獲得をめざします。
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7 南部地域の活性化に向けた取組について

1 新型コロナウイルス感染症の影響と地域の現状

(1 )これまでの状況

新型コロナウイルス感染症の影響により、県南部地域(伊勢志摩地域・東紀州

地域)においても、 3月以降、観光客が大きく減少し、ゴールデンウィーク前後

には観光施設や飲食庖等で営業自粛や一時休業を余儀なくされ、地域の経済活動

が縮小しました。

その後、県南部地域の多くの市町では、地域経済を刺激するため、地元向けの

「お買い物クーポンJや「宿泊クーポン」などが発行され、国の GOTOトラベル

キャンペーンや県のみえ得トラベルクーポンなどの効果もあって、観光客が戻っー

できています。

(2 )地域の現状

受入時に、人数を減らす、受入時間をずらす、場所を分けるなど、「密」を避け

る運営を行って安全性をアピールしたり、地域クーポンを利用しやすいよう商品

の価格を設定したりするなど、さまざまな工夫を行い、 9月以降は、休日の稼働

率が 100%近い宿泊施設や、対前年前月を超える来訪者数や売上となっている施

設もあると聞いています。

なお、伊勢志摩地域では名古屋方面からの来訪客が、東紀州地域では関西方面

からの来訪客が増えている傾向があり、パスツアー等大人数の団体より、個人等

少人数の来訪者が増えているとのことであり、比較的近距離の地域からの規模の

小さい入込が回復してきでいます。

また、感染症の危険を避けるため、多くの県内学校の修学旅行・社会見学など

教育旅行の行先が県内に変更され、宿泊や自然体験のニーズが増えており、伊勢

志摩地域では、愛知県や岐阜県、滋賀県、奈良県等、近県の学校からの来訪も多

くなっています。

教育旅行などの誘致に取り組んだ、結果、これまでは包体ツアーが大半であった

馬越峠や松本峠への熊野古道の語り部の派遣依頼が、 51校 (3，187入。 11月初日

現在)からあったことをはじめ、自然体験の受入が例年の 2倍となった施設もあ

ります。しかし、新型コロナウイルス感染症の再拡大の懸念から、施設それぞれ

工夫を凝らして感染症予坊対策を強化しています。

今後も一層、感染拡大防止と経済活動のバランスを保ちながら取り組んでいく

必要があります。

45 



2 豊かな自然の中で安心して楽しめる南部地域魅力発信事業について

( 1 )南部地域体験教育旅行促進事業

① 南部地域体験教育旅行促進事業費補助金

南部地域において体験を取り入れた教育旅行を実施する県内学校への支援

(児童生徒 1人あたり、旅行先に応じて1， 000円、1， 500円、 2，000円を支援。

宿泊を伴う場合は 3，000円を加算)

ア 交付決定の状況(12月 1B現在) ※下段()内は、宿泊旅行分で内数

延べ学校数(校) 人数 金額
申請期間

小学 中学 高校 特支 計 (人) (千円)

第 1期
7月1日 265 41 4 12 322 18， 343 72， 484 
~8 月 14 日 (212) (33) (2) (11) (258) (14，765) (67， 686) 

第 2期
9月7日 46 36 9 3 94 7， 115 22， 013 
~日月初日 (26) (23) (3) (2) (54) (3， 711) (17，156) 

第 3期
10月 19日 3 1 4 。 8 571 802 
~12 月 25 日 (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0 ) 

合 計
314 78 17 15 424 26， 029 95， 299 
(238) (56) (5 ) (13) (312) (18，476) (84， 842) 

イ体験内容

・諮り部の案内による熊野古道の散策

-真珠養殖の歴史を学習したうえで珠を取り出し、アクセサリーを製作

・海女から仕事や生活の様子を学習し、道具を試し、郷土料理を試食

-みかん栽培について学習し、収穫を体験

・シーカヤックやサップなどのウォーターアクティビティを体験

ウ 子どもたちゃ事業者の声

[子どもたち]

・家族で行ったときとは、また別の楽しみ方ができたり、すごく勉強になっ

た。もっと、三重県について詳しく勉強したい。

. 12年間三重県に住んでいるが、世界遺産が県内には熊野古道しかないこと

を初めて知った。大好きな三重県について詳しく知れてよかった。

・海女さんの仕事は大昔からあったと開き、すご、いと思った。

・伊勢神宮の歴史や三重の郷土料理など三重の魅力を再発見できた。他県の

人に三重の魅力を堂々と答えられそうです。

{事業者]

・子どもが来てくれることは嬉しい。子どものころに、特に北部の予が南部

を知ることは有意義なことだ。

-県外の学校が来られない中、県内の学校が増えたのはありがたい。一部の

学校には来年の予約をいただいた。

-現地で受入がE困難な場合、スタッフが子どもたちの宿治するホテルに出向

いて講義したりするなど工夫した。
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(2 )南部地域自然体験促進事業

① 南部地域自然体験促進事業費補助金

南部地域の自然体験等事業者が複数連携して実施する地域に人を呼び戻す

自然体験イベントに対する補助(補助率 112、上限額 20万円)

ア交付決定状況

・第1期・第2期申請(7 月 1 日 ~7 月 17 日、 9 月 1 日 ~9 月 16 日)

8 月 18~2 月 28 日に実施されるイベントが対象

9件(総額1， 466千円)に交付決定

-第 3 期申請(10 月初日~11 月初日)

12 月 1 日 ~2 月 28 日に実施されるイベントが対象

3件 (526千円)に交付決定

イ イベント概要

・メガサップ・カヤック体験会、釣り大会、テントサウナ等体験会、星空観

測など

・実施場所は、東紀州地域が9件、それ以外の南部地域が3件

② 南部地域自然体験等魅力発信事業

ア 目的

南部地域には、豊かな自然を活かしたアウトドアスポーツ、農林水産業の

体験、世界遺産熊野古道の散策といった自然体験等のコンテンツが数多く存

在しており、今後も引き続き、南部地域への来訪意欲の持続と喚起を促して

いくことが重要であることから、最新の南部地域の魅力を紹介する特集ペー

ジ作成やSNS等を活用した情報発信を行うことにより、南部地域の自然体

験メニュー等の一層の利用を促進し、南部地域の活性化を図ります。

イ内容

(ア)特集ページの作成

三重県の観光情報を発信するサイトである「観光三重J内に、中南勢、

伊勢志摩及び東紀州の 3地域の特集ページを作成しました。

特集ページには、自然体験だけでなく、観光情報や地域産品の情報を効

果的に取り入れた記事を作成し、掲載します。

例:語り部と歩く熊野古道伊勢路、シーカヤックツアー、みかん狩り、

島内散策、スラックラインとハンモック体験など

(イ) SN S等を活用した情報発信

Facebook、Twi!!er、Ins!agramなど複数のSNS等を活用し、地域や年

齢層などを越えて幅広く情報発信を行っていきます。
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3 関係人口「度会県Jの取組

これまで度会県事業で進めてきた「県民参加型プロジェクト」は、度会県民が実

際に地域に赴き、地域住民と交流する取組でしたが、新型コロナウイルス感染症の

影響により人の往来や集合が推奨できないことから、新たな交流の形として、次の

とおり見直しました。

( 1 )度会県オンラインサロン

コロナ禍で人と人とのつながりの場が減り、精神的な豊かさを感じる機会が減

少していることから、度会県民がオンラインで交流できる場を創出します。

地域のキーパーソンをゲストに迎えたトークセッションやワークショップ形式

により、全8回のオンラインサロン (30名程度が参加)を開催しています。

通信環境があればどこからでも意見交換会に参加でき、これまで以上にたくさ

んの度会県民に南部地域との関係な深めてもらえることが期待できます。

各国のオンラインサロン終了後には、図ごとに希望者とゲストでSNSのグル

ープを作っており、継続して度会県民たちが自発的にディスカッションをするな

どして南部地域に関わり続けてもらうことをめざしています。

また、毎回の開催結果をウェブサイトに掲載しており、オンラインサロンに参

加できなかった方でも、全体の意見交換の状況を視穂でき、度会県オンラインサ

ロンの取組全体を理解することができます。

<オンラインサロンの概要>

内容(テーマ・ゲスト) 概 要

第 l回 トークセッション 人出不足に悩む漁村の活性化につ

10月 27日 漁村をバズらせる いてトーク

ゲスト:浅尾大輔氏(鳥羽市の牡嬬養 -漁村のテーマーパーク化

殖漁師) -お手伝い制度による漁業体験

第2回 ワークショップ 活用を検討している施設の画像を

11月6日 地域と人を変える場づくり~前編~ 視ながら、施設の活用法や地域の活

ゲスト:坂本大祐氏(奈良県東吉野村 性化について意見交換

のデザイナー)※鳥羽市のコワーキン . 1次産業の手伝いをしてくれる人

グスペース KUBOKURI(クボクリ)の立 を対象にゲストハウスとして活用

ち上げに関与 -地域の人やゲストハウスの宿泊者

第 3図 ワークショップ に利用してもらうテイクアウト用の

11月 25日 地域と人を変える場づくり~後編~ 飲食庖として活用

ゲスト 「鳥羽なかまちJの方々

※鳥羽市町BOKURI を中心

に鳥羽市の活性化に取組
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今後も 3回のトークセッションと 2回のワークショップを予定しています。

内容 ゲス ト

第4回 トークセッション はしもとゆき氏(伊勢市で古民家を活用し

12月21日 伊勢のアートなまちづくりプロ たショップや民泊施設を運営)

デユースj

第 5図 トークセッション 伊東将司氏 (1夢古道おわせJ支配人)

1月中旬 たのしい港町のっくり方 東城氏(紀北町のデザイン会社「ディー

グリーンJ代表)

第6回 ワークショップ 橋本純氏(南伊勢町の水産会社「友栄水産」

2月上旬 みらいの漁村~前編~ 代表)

田中りみ氏(熊野市の女性漁師チームメン

パー)

第 7回 ワークショップ 橋本純氏 ※第6回から継続

2月下旬 みらいの漁村~後編~

第 8国 トークセッション 西口まみ氏(大台町で観光案内所「奥伊勢

3月上旬 たのしい里山に増えた関係人口 テラスj を運営)

4 地域の誇り次世代継承プロジェクト事業

次世代を扱う子どもや若者を対象に、熊野古道の価値や地域の歴史、文化を理解

する取組を実施することにより、自らが住む地域と世界遺産熊野古道に愛着と誇り

を持ち、地域の担い手となる「ひと」づくりを行います。

( 1 )ばりすごいで!世界遺産塾

0概要:地域のさまざまな達人を塾の講師やコーディネーターに迎え、東紀州地域

の小・中学生が熊野古道やその周辺の自然・歴史・文化等を体験し、地域の

「本物」に触れる講座を開催しています。今年度は3回程度開催予定です。

O今年度の実績

「三重南紀みかんJ(令和 2年度1回目)

御浜町内のみかん農閣において 11月28日に実施し、小中学生 49名と保護者

25名の総勢 74名が参加し、みかんの種類や育て方、美味しいみかんの見分け

方、糖度測定の実施などについての学習、みかん狩り体験を行いました。

全参加者から、「糖度を浪IJったりできたので、勉強になったJrとても楽しか

ったJなど、好評を得る乙とができました。
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( 2) r高校生Jx r熊野古道JX r S D GSJ = rいざ!東紀州へJ

0概要:熊野古道の語り部等を講師に迎え、尾鷲高校生徒 29名 (2年生の有志)と

木本高校生徒 26名(JRC部)が地域の歴史や文化、世界遺産熊野古道への

造詣を深めるとともに、 SDCsの理念についても学びました。

12月に保全団体等が実施する「熊野古道一斉クリーンアップ作戦jにも参

加予定でしたが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止としました。

引き続き、熊野古道を守っている人々の思い等に触れることにより、自身

が住む地域の魅力を再認識してもらい、地域への親しみや愛着を育んでいき

ます。

0今年度の取組:

10月 25日 木本高校第 1団地域学習(花の窟・波田須の道)

11月1日 尾鷲高校第1白地域学習(馬越峠)

11月 14日 尾鷲高校・木本高校合同第2困地域学習(熊野古道センター)

12月 13日 熊野古道一斉クリーンアップ作戦(新型コロナウイルス感染症の

影響により中止)

1月以降 振り返りと次年度に向けての検証

( 3) r熊野吉道ノートJの作成

。概要:東紀州地域内外の小中学生が、熊野古道をはじめとする地域の魅力や歴史・

文化への理解を深め、自主的な学びにつながる学習用資料として、小中学生

向けに「熊野古道ノートj を作成します。

0種類:3種類(小学校低学年向け、同高学年向け、中学生向け)

0活用方法:小中学校等に配布して、教育旅行での来訪に向けた働きかけに活用す

るほか、三重県ホームページ等にて公開するとともに、熊野古道センタ一等

の集客交流拠点にも配置します。

5 熊野古道の保全活動

( 1 )熊野古道サボーターズクラブの取組

平成 26年度に設立し、熊野古道伊勢路ファンの方々に保全体験参加の機会を

提供し、保全団体、地元ボランティア等の活動をサポートするとともに、熊野古

道伊勢路の魅力を SNS等で発信してもらうことによるさらなるファンの獲得を

目的に、継続的に取り組んでいます。

0今年度の活動

10月 18日 始神峠(天候不順により中止)

11月 14日 二木島峠 14名参加(北勢地域2名、伊賀地域2名、伊勢志

摩地域2名、東紀州地域6名、県外2名)

12月 13日 始神峠(熊野古道一斉クリーンアップ作戦、新型コロナウイル

ス感染症の影響により中止)

2月予定 大吹峠
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( 2 )熊野吉道一斉クリーンアップ作戦

0概要:熊野吉道の保全について社会の関心を高めるとともに、熊野古道に関心・

愛着を持つ人を増やしていくため、保全団体が日常的に行っている保全活動

を、間一日にボランティアの参加を得て広範囲で行う「熊野古道一斉クリー

ンアップ作戦」を、 12月 13日に予定していましたが、新型コロナウイルス

感染症の影響により中止としました。

6つの峠道において、保全団体 (8団体)の会員とボランティア(尾鷲高

等学校・木本高等学校生徒、熊野古道世界遺産登録 15周年事業実行委員会

参加団体のメンバー、熊野古道サボーターズクラブ会員)の総勢約 120名が

参加予定でした。

6 (一社)東紀州地域振興公社の取組

公社では、アフターコロナ・ウィズコロナをふまえ、通過型観光から滞在型観光

への転換に向け、重点的に観光分野の取組を行っています。

観光関係では、 Instagramやブログ等を活用し、またイベントへの参加を通じて

情報発信を行うとともに、多言語対応版の「旅行ルート作成システム」構築、宿泊

施設へのヒアリングや専門家の派遣、並びに紀南管内の道の駅連絡会議により観光

施設のつながりの強化を支援するなど、来訪者の受入環境整備を進めています。

産業関係では、製造販売事業者への支援として、セミナーの開催、侶別訪問によ

るヒアリングやアドバイスを行っています。

く冬期のイベント参加予定〉

012 月 4~6 目、イオン京都桂川庖

「三重県フェアJで情報発信

01 月 27~28 日、 ACTIVEG (J R岐阜釈隣接)

「三重県東紀州観光物産展j で情報発信及び特産品の販売

02 月 20~21 日、名古屋市金山総合駅

「南三重ふれあいフェスタj で情報発{言及び特産品の販売

02 月 24~25 日、アジア太平洋トレードセンター

「第 18回シーフードショー大阪j で商談会
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7 新たな過疎対策法の制定に向けた動きについて

平成 12年に成立した現行の「過疎地域自立促進特別措置法」は、令和3年3月

末にその法期限を迎えます。

新たな過疎対策法については、これまでと同様に議員立法として検討が進められ

ており、令和2年9月 15日の自由民主党過疎対策特別委員会において、「今後の過

疎対策の基本的な考え方について(素案)Jが示され、年内を目途に「今後の過疎対

策の施策大綱案(仮称)Jが取りまとめられる予定です。

現在のところ地域指定要件に係る人口減少率などの具体的な数値は明らかにな

っていませんが、法案等の概要が明らかになり次第、関係部局、関係市町と連携し

ながら、新たな過疎対策法に係る対応を進めていきます。

〔素案のポイント〕

O今後の過疎対策における新たな理念:過疎地域の「持続的発展J

0新法の名称案:r過疎地域の持続的発展の支援に関する特別指置法(仮称)J

O過疎地域の指定要件:現行過疎法と同様

・人口要件・人口減少率(長期・中期)、高齢者比率、若年者比率

・財政力要件:財政力指数、公営競技収益

人口減少率(長期)の基準年については、昭和 50年又は 55年を軸に検討(現行

法は昭和 35年)

0過疎地域の指定単位:現在の市町村単位を基本

「一部過疎J([日市町村単位で一定の要件をj満たす地域を過疎地域とする特例)を

設けることを引き続き検討

< r一部過疎Jの要件>

-人口要何二:IS市町村単位で人口減少率等

-財政力要件:現在の市町村の財政力指数等

県内の一部過疎市町(津市、松阪市)は、!日市町村単位の人口要件及び財政

力指数により指定されている。

制度の是非を含めて検討中の「みなし過疎J(平成の合併により合併前の非過

疎地域を含めた全域を過疎地域とする特例)については、県内は該当なし。

O経過措置

現行過疎法制定時の内容(過疎対策事業債の上限額の範屈で5年開発行)を基

本に引き続き検討

0重点分野(新設)

人材関係、雇用関係、通信・デジタル化・新技術関係、生活環境関係、インフ

ラ関係、集落関係、景観・文化関係、連携関係

O支援措置:過疎対策事業債をはじめとした現行法の支援措置のスキームを維持

O新法の期間:令和 13年3月までの 10年間
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